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【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 令和６年度一般会計補正予算（第７号）
令和６年台風第１０号災害対策及びその他必要な経費について措置するもの。

議案第23号 令和６年度一般会計補正予算（第８号）
国の令和６年度補正予算（第１号）及び職員等の給与改定に係るものに要する経費について措置

するもの。

１ 予算議案
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【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要
１ 一般会計歳入一覧 （単位：千円、％）

議案第１号 議案第23号
291,958,141 589,428 6,903,181 299,450,750 41.6

県 税 107,240,000 0 0 107,240,000 14.9
地 方 消 費 税 清 算 金 54,236,475 0 0 54,236,475 7.5
分 担 金 及 び 負 担 金 2,575,798 1,000 670,785 3,247,583 0.5
使 用 料 及 び 手 数 料 9,408,497 0 0 9,408,497 1.3
財 産 収 入 1,232,401 0 0 1,232,401 0.2
寄 附 金 495,510 0 0 495,510 0.1
繰 入 金 52,182,775 588,428 5,499,077 58,270,280 8.1
繰 越 金 13,485,899 0 0 13,485,899 1.9
諸 収 入 51,100,786 0 733,319 51,834,105 7.2

386,002,785 1,260,121 32,648,431 419,911,337 58.4
地 方 譲 与 税 21,137,000 0 0 21,137,000 2.9
地 方 特 例 交 付 金 2,569,000 0 0 2,569,000 0.4
地 方 交 付 税 191,779,000 0 0 191,779,000 26.7
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 313,000 0 0 313,000 0.0
国 庫 支 出 金 101,892,185 641,421 18,567,631 121,101,237 16.8
県 債 68,312,600 618,700 14,080,800 83,012,100 11.5

677,960,926 1,849,549 39,551,612 719,362,087 100.0
（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

自 主 財 源

依 存 財 源

歳 入 合 計

今回補正額
補 正 後款  別 補正前の額 構成比
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２ 一般会計歳出一覧

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

（単位：千円、％）

議案第１号 議案第23号
議 会 費 1,187,878 13,321 0 13,321 1,201,199 0.2
総 務 費 70,521,597 387,882 16,260 371,622 70,909,479 9.9
民 生 費 101,212,586 188,638 26,350 162,288 101,401,224 14.1
衛 生 費 29,582,834 136,280 0 136,280 29,719,114 4.1
労 働 費 1,800,806 18,127 0 18,127 1,818,933 0.3
農 林 水 産 業 費 54,607,532 9,376,427 481,379 8,895,048 63,983,959 8.9
商 工 費 47,434,576 129,561 80,552 49,009 47,564,137 6.6
土 木 費 73,337,023 27,133,117 814,834 26,318,283 100,470,140 14.0
警 察 費 29,958,082 733,434 0 733,434 30,691,516 4.3
教 育 費 124,777,680 2,887,812 33,612 2,854,200 127,665,492 17.7
災 害 復 旧 費 17,992,062 396,562 396,562 0 18,388,624 2.6
公 債 費 72,755,692 0 0 0 72,755,692 10.1
諸 支 出 金 52,692,578 0 0 0 52,692,578 7.3
予 備 費 100,000 0 0 0 100,000 0.0
一 般 会 計 合 計 677,960,926 41,401,161 1,849,549 39,551,612 719,362,087 100.0

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

構成比款 別 補正前の額 補正後今回補正額
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

分 担 金 及 び 2,575,798 1,000 670,785 3,247,583 【議案第１号】

負 担 金 ◎負担金 1,000

○商工費負担金 1,000

・共同事業負担金

【議案第23号】

◎分担金 19,250

○農林水産業費分担金 19,250

・土地改良事業費

◎負担金 651,535

○農林水産業費負担金 521,117

・土地改良事業費等

○土木費負担金 130,418

・急傾斜地崩壊防止対策費等
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

繰 入 金 52,182,775 588,428 5,499,077 58,270,280 【議案第１号】

◎基金繰入金 588,428

○財政調整積立金繰入金 586,146

2,282

【議案第23号】

◎基金繰入金 5,499,077

○財政調整積立金繰入金 5,499,077

諸 収 入 51,100,786 0 733,319 51,834,105 【議案第23号】

◎受託事業収入 733,319

○土木受託事業収入 733,319

・堰堤改良事業受託料

○日本一挑戦プロジェクト推進基金
 繰入金
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

国 庫 支 出 金 101,892,185 641,421 18,567,631 121,101,237 【議案第１号】

◎国庫負担金 487,870

○農林水産業費国庫負担金 215,333

・緊急治山事業費

○土木費国庫負担金 113,750

・災害関連河川事業費等

○災害復旧費国庫負担金 158,787

・治山施設災害復旧費等

◎国庫補助金 153,551

○民生費国庫補助金 17,567

・社会福祉施設等災害復旧費

○農林水産業費国庫補助金 5,547

・みどりの食料システム戦略推進交付金
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

国 庫 支 出 金 ○土木費国庫補助金 119,233

( つ づ き ) ・海岸漂着物地域対策推進事業補助金

○教育費国庫補助金 11,204

・奨学のための給付金

【議案第23号】

◎国庫負担金 3,607,750

○農林水産業費国庫負担金 2,688,000

・造林奨励費等

○土木費国庫負担金 919,750

・河川改良費等

◎国庫補助金 14,959,881

○農林水産業費国庫補助金 2,398,150

・土地改良事業費等
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

国 庫 支 出 金 ○土木費国庫補助金 12,561,731

( つ づ き ) ・社会資本整備総合交付金事業費等

県 債 68,312,600 618,700 14,080,800 83,012,100 【議案第１号】

◎県債 618,700

○総務債 16,000

・緊急防災基盤整備事業費

○農林水産業債 111,300

・山地治山事業費

○土木債 337,300

・河川事業費等

○災害復旧債 154,100

・県有施設災害復旧費等
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３ 歳入科目別概要

【議案第１号、第23号】
令和６年度一般会計補正予算（第７号、第８号）の概要

議案第１号 議案第23号

（単位：千円）

科   目 補正前の額 補正後 説 明
今回補正額

県 債 【議案第23号】

( つ づ き ) ◎県債 14,080,800

○農林水産業債 2,829,600

・土地改良事業費等

○土木債 11,251,200

・道路橋梁事業費等

歳 入 合 計 677,960,926 1,849,549 39,551,612 719,362,087
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県の物資の備蓄機能と国からの支援物資を効率的に配送できる機能を兼ね備えた災害支援物資拠点施設の
整備に関して、必要額を増額する。

事業の目的

地質調査及び施設全体の基本設計等を踏まえ、新たに必要となる対策について増額する。

(1) 事業内容
①整備に係る費用の増 682,956千円 → 699,216千円（補正額 16,260千円）

（内訳）
○詳細設計等に係る費用 16,260千円

地盤対策や雨水排水対策等に伴い、構内舗装・外構工事の詳細設計（6,600千円）、屋根付
荷捌場の実施設計（9,660千円）を実施

②資機材整備費（フォークリフト、パレット等） 13,695千円

(2) 事業の仕組み
県 民間企業

(3) 成果指標

事業の概要

災害支援物資拠点施設整備事業

令和６年度事業の期間

委託

危機管理課 １６，２６０千円（補正後７１２，９１１千円）
【財源：県債、一般財源】

１１月補正

南海トラフ巨大地震発災時の想定避難者数約２７万人のうち、県で目標としている発災後３日目まで
に必要な現物物資を備蓄する。また、国からの物資受入、搬出に対応可能な機能を確保する。
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災害支援物資拠点施設整備事業
○スケジュール（予定含む）

１１月補正

令和５年１１月～令和６年 ６月 施設全体基本設計
令和５年１１月～令和６年 ３月 地質調査
令和６年 ５月～令和６年１２月 建物本体施工
令和６年１２月～令和７年 ３月 舗装・外構工事詳細設計
令和６年１２月～令和７年 ４月 屋根付荷捌場実施設計
令和７年 １月 建物本体供用開始（暫定オープン）
令和７年 ８月～令和７年１２月 屋根付荷捌場、舗装・外構施工
令和８年 １月 施設全体完成・フルオープン

完成予想イメージ 18



県民による備蓄

県民による備蓄（発災時持参分） 市町村による備蓄・調達

家屋の倒壊や焼失等により、避難所へ備蓄品の持参ができない場合を想定。

（発災から３日間に必要になる物資）

県民の

備蓄目標

通常の
災害

南海トラフ

地震等の

大規模災害

県民による備蓄
（発災時持参分）

市町村による備蓄・調達 県による備蓄・調達

備蓄品を持参できない県民が増加することを想定。

避難者が増加し、市町村の備蓄が不足することを想定。

主に基本８品目について、発災後３日目までの必要量の３分の１（１日分）を現物又は流通備蓄により確保
→南海トラフ巨大地震等における被災１日後の想定避難者数（約26.9万人）に基づき、必要数を算出

計画的な備蓄の推進

宮崎県備蓄基本指針（R6.3最終改定）

備蓄品目

備蓄について

食料（一般、要配慮者向け）
乳児用ミルク
毛布
乳児・小児用おむつ
大人用おむつ
携帯・簡易トイレ
トイレットペーパー
生理用品

マスク
手指消毒液
ブルーシート
衣類
食器（紙皿等）
日用品

など

基本８品目

「自助」の理念に基づき、県民自らが備蓄することを基本
→県及び市町村は、被災者等の保護のため、発災初期における最低限必要な物資を備蓄

・県民の「災害に対する備え」及び「地域防災力」の向上
・流通備蓄による物資調達体制の強化
・県及び各市町村での情報共有

基本的な考え方

備蓄目標

備蓄推進のための取組

備蓄目標イメージ
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延岡市 

高千穂町

五ヶ瀬町 日之影町

門川町

諸塚村

椎葉村

美郷町 

日向市

都農町
木城町

西米良村

西都市

川南町

高鍋町

新富町

宮崎市

国富町

綾町

えびの市

小林市 

高原町

都城市

三股町

日南市

串間市

①日本赤十字社倉庫

②消防学校

⑥小林市八幡原
市民総合センター

④小林総合庁舎

⑦旧都農高校

③延岡総合庁舎

⑧宮崎県防災庁舎

②高千穂家畜市場

①都城トラック団地
協同組合

③九州西濃運輸
宮崎支店

⑤南郷くろしおドーム

④宮崎県経済連
椎茸流通センター

県立農業大学校
（整備中）

県内の物資関係拠点施設一覧
（令和６年１１月現在）

： 広域物資輸送拠点

： 備蓄場所

⑤都城総合庁舎

拠点施設（物資関係）について

国等から供給される物資を受け入れ、各市町
村が設置する地域内輸送拠点や避難所に向け
て送り出すための拠点

発災後３日目までの生命維持や生活に最低限
必要な基本８品目を中心に備蓄

備蓄場所（８カ所）

広域物資輸送拠点（５カ所）

・県内一円への効率的な物資輸送が可能

・津波、洪水、土砂等の災害リスクの想定がない

・国道や高速道路などの緊急輸送道路への交通アクセスが良い

・敷地内にヘリの離発着が可能であり、ヘリによる空輸も可能

・新田原基地に近く、航空機を活用した物資輸送にも対応可能 など

現状

災害支援物資拠点施設（県立農業大学校）

備蓄機能と広域物資輸送拠点機能を併せ持ち、
物資の効率的な搬出入が可能

地理的特性

一部
集約

集約

整備後（予定）

備蓄場所（６カ所※） 広域物資輸送拠点（６カ所※）

※災害支援物資拠点施設を含む
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拠点施設運営について

国及び自治体において、避難所や物資拠点までの物資の供給情報等を一体的に管理・共有
→平時の在庫管理も可能

物資調達・輸送調整等支援システム

災害時物資輸送体制

・ 協定に基づき、県トラック協会及び県倉庫協会より、広域物資輸送拠点へ物流コーディネーターを派遣
・ 県トラック協会の協力により、広域物資輸送拠点及び備蓄場所から、市町村の地域内輸送拠点まで物資を輸送
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事業の概要

宮崎県東京ビル再整備事業
財産総合管理課 ２，６０３，８０７千円（債務負担行為）

【財源：県債、一般財源】

11月補正

⑴ 限度額
2,603,807千円（県債 1,952,800千円、一般財源 651,007千円 ）

（内訳）
・ 令和4年度債務負担額（県施設取得予定額） 1,756,700千円

・ 追加工事に伴う増額 71,825千円
柱の施工方法の変更、産業廃棄物数量等の増、警察及び行政の指導に伴う誘導員配置 等

・ 物価上昇に伴う増額 775,282千円

⑵ 事業の仕組み ①県 事業者県施設取得

事業の期間 令和６年度から令和８年度まで

（単位：千円）年割額等

R8R7R6R5R4債務負担額

2,603,807 ００－－2,603,807 今回

宮崎県東京ビル再整備事業に係る県施設部分の取得に要する費用について、追加工事及び物価上昇に対応
するため、債務負担行為を追加する。

概 要
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宮崎県東京ビル再整備事業

令和６年１０月 定期借地権設定契約締結
貸付料収入 ９０，０００千円／年 × ７２年間

１０月（～令和８年９月） 新ビルの建設工事

令和７年 ２月 財産取得議案の提案

１２月 学生寮の指定管理者選定

令和８年１０月 新ビルの供用開始

１１月頃 令和９年度学生寮入寮者の募集開始

11月補正

主なスケジュール

内 容項 目

１～６階（約３，４９４㎡）県 施 設
ﾌﾛﾝﾃｨｱｵﾌｨｽ ３室（約１５㎡/室）
ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽ １室（約３８㎡）
県情報発信ｽﾍﾟｰｽ １室（約３６㎡）
会議室 １室（約９８㎡）

１階

学生寮 ５２室（約１３㎡/室）２～３階
職員宿舎 ２４室（１ＤＫ （約２７㎡/室））

１０室（２ＤＫ （約４１㎡/室））
３室（２LＤＫ（約５5㎡/室））

４～６階

７～１１階、地下１階（約４，９６９㎡）民間施設

賃貸ｵﾌｨｽ ５室（約６７３㎡/室、２分割可）７～１１階

機械式駐車場 ２４台地下１階

外観図

建物概要

学生寮室内
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【議案第３号】
宮崎県税条例の一部を改正する条例

１ 改正の理由
公益信託に関する法律（令和6年法律第30号）が公布されたことに伴い、地方税法が改正

されたことから所要の改正を行う。

２ 改正の内容
新たな公益信託制度の創設に伴い、公益信託の信託財産に関連する寄附金を個人県民税

所得割の税額控除の対象とするため、関係条項の改正を行うもの。

３ 施行期日
公益信託に関する法律（令和6年法律第30号）の施行の日の属する年の翌年の1月1日から

施行する。

税務課

２ 特別議案
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【参考】

○ 新たな公益信託制度のイメージ

公益信託制度のイメージ

改正後現 状項 目

信託会社に加え、公益法人、NPO法人等も可。信託会社（銀行）①信託財産の担い手

金銭に加え、不動産や美術品等が信託財産となり、

学生寮や美術館の運営等も可。
金銭に限定②信託財産、活動の範囲

行政庁（内閣総理大臣や都道府県知事）による

認可、統一的な認可・監督基準。

主務官庁（各大臣）

による許可・監督
③認可･監督の仕組み

①②

③

②

○ 制度の主な変更点

（個人）

（法人）

（信託銀行など）
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【議案第６号】
職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

人事課

１ 改正の理由
雇用保険法等の改正に伴い、所要の改正を行うものである。

２ 主な改正の内容
（１） 雇用保険法の改正に伴うもの

就業手当の廃止や地域延長給付（※１）の暫定措置の延長（※２）に係る改正を行う。
※１ 所定給付日数を超えて最大60日間まで給付を延長すること
※２ 令和７年３月31日までの期間を２年間延長（令和９年３月31日まで）

（２） 日本電信電話株式会社等に関する法律の改正に伴うもの
同法の日本電信電話株式会社の定義を引用する改正を行う。

３ 施行期日
令和７年４月１日から施行する。
ただし、２（２）については、公布の日から施行する。
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【議案第21号】
当せん金付証票の発売について

１ 提案の理由
令和７年度の全国自治宝くじ及び西日本宝くじの本県発売金額を定めることについて、

当せん金付証票法（昭和23年法律第 144号）第４条第１項の規定により、議会の議決に付
するものである。

財政課

２ 発売金額
１００億円以内

３ 参考
令和６年度の議決額 １００億円以内
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【議案第31号】
職員の給与に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例
の一部を改正する条例

人事課

１ 改正の理由
令和６年の民間給与との較差等を踏まえ、人事委員会から職員の給与に関する勧告等があった

ことから、所要の改正を行うものである。

２ 主な改正の内容
（１） 給料表

人事委員会勧告に基づき、各給料表を国に準じて改定する。（改定率 2.81％）

（２） 諸手当

人事委員会勧告に基づき、次のとおり各手当を改正する。

① 初任給調整手当

医師及び歯科医師について、国に準じて医療職給料表（一）適用者の支給月額の限度を
415,600円から416,600円に引き上げる。
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② 特別給

勤勉手当の支給月数を0.1月（定年前再任用短時間勤務職員等については0.05月）引き上げ
る。

３ 改正を要する条例
（１）職員の給与に関する条例（昭和29年条例第40号）
（２）一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年条例第１号）

４ 施行期日等
公布の日から施行する。
ただし、給料表と医師及び歯科医師の初任給調整手当に係る改定については令和６年４月１日か

ら適用する。
また、勤勉手当に係る改定について、令和６年12月期分は令和６年12月１日から適用し、令和７

年度以降分は令和７年４月１日から施行する。

【一般職員の例】
年間12月期６月期

計勤勉期末計勤勉期末計勤勉期末

4.52.02.52.251.01.252.251.01.25現行

4.62.12.52.351.11.252.251.01.25６年度改
正
後 4.62.12.52.31.051.252.31.051.25７年度以降
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【議案第33号】
知事等の給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例

人事課

１ 改正の理由
国の特別職等の給与改定の状況等を踏まえ、本県の特別職に係る期末手当の支給月数の改定を

行うものである。

２ 改正の内容
国の特別職等に準じて、期末手当の支給月数を0.05月引き上げる。

※特別職・・・知事、副知事、常勤監査委員、議員、企業局長、教育長、病院局長

年間12月期６月期
3.41.71.7現行
3.451.751.7６年度改正後
3.451.7251.725７年度以降
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４ 施行期日等
公布の日から施行し、令和６年12月１日から適用する。
ただし、令和７年度以降分は、令和７年４月１日から施行する。

３ 改正を要する条例
（１）知事等の給与及び旅費に関する条例（昭和28年条例第17号）
（２）常勤の監査委員の給与及び旅費に関する条例（昭和31年条例第36号）
（３）議会の議員の給与等に関する条例（昭和31年条例第45号）
（４）企業局長の給与及び旅費に関する条例（昭和41年条例第46号）
（５）教育長の給与等に関する条例（平成12年条例第36号）
（６）病院局長の給与及び旅費に関する条例（平成18年条例第21号）
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宮崎県産業廃棄物税条例の施行状況及び今後の方針等について 税務課

１ 税の目的と税制継続の検討
循環型社会の形成に向け、産業廃棄物の排出抑制、再生利用の促進等の施策に要する費用に充てる

ため、平成17年４月から九州一斉に産業廃棄物税条例を施行している。
条例により、５年を目途に税制継続の検討を行うこととしており、産業廃棄物の排出抑制等の効果

を検証の上、これまで産業廃棄物税の税制が継続されてきたところである。
前回検討(令和元年度)から５年が経過することから、令和６年度も税制継続の検討を行った。

２ 検討結果
産業廃棄物の再生利用や適正処理等が概ね順調に進んでおり一定の成果は見られるが、再生利用率

の更なる向上等、引き続き取組みを行う必要があること、九州各県においても現行税制を維持する方
向であること、宮崎県産業資源循環協会から税制維持に関し理解が得られたことから、産業廃棄物税
を継続する。

なお、今回同様、５年後に再度効果を検証、検討することとする。

３ 今後のスケジュール
令和７年２月 ２月定例県議会 議案提案

３月 条例公布・施行（予定）

４ その他報告事項

54



４ 税導入後の効果等

（１）産業廃棄物の処理状況

平成17年度の税導入後、本県における

排出量（家畜ふん尿を除く）は増加傾向

にある。再生利用量及び再生利用率も平

成28年に減少に転じたものの、概ね増加

傾向にある。

一方で、最終処分量、最終処分率は、

平成28、29年度に増加に転じたものの、

概ね減少傾向にあることから、課税によ

り一定の効果があると考えられる。

循環社会推進課

【参考】環境農林水産常任委員会 報告資料（一部抜粋）

宮崎県産業廃棄物税条例の施行状況及び今後の方針等について
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４ 税導入後の効果等

（２）不法投棄の件数

平成19年度の118件をピークに減少傾向にあり令和４年度には過去最少の４件となった。

産業廃棄物税を財源とする監視指導体制の充実や、各種の啓発、環境教育等により、一定の成果が

あったと考えられる。
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循環社会推進課

【参考】環境農林水産常任委員会 報告資料（一部抜粋）

宮崎県産業廃棄物税条例の施行状況及び今後の方針等について
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４ 税導入後の効果等

（３）排出事業者の意識

昨年度（令和５年度）、県内の排出事業者1,000社（回答数は490社）を対象に意識調査を実施した。

｢産業廃棄物税導入に伴う取組の変化｣について、８割以上の事業者から排出抑制等の取組をしている

との回答が得られ、産業廃棄物税制度の周知が図られているものと考えられる。

一方で、産業廃棄物税導入の事実や内容を知らないと回答した事業者も一定数存在するため、引き続

き排出事業者に対する排出抑制や再生利用推進のさらなる意識啓発が必要である。
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循環社会推進課

【参考】環境農林水産常任委員会 報告資料（一部抜粋）

宮崎県産業廃棄物税条例の施行状況及び今後の方針等について
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